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　21世紀が幕を開けた2001年。9月11

日にアメリカ同時多発テロ事件が勃発し、

世界中が恐怖に包まれた。日本ではこの

頃から、「ヒルズ族」と呼ばれるような

ITベンチャーや投資ファンドなどの分

分野における成功者が台頭する。一方で、

格差社会が広がり、ニートや引きこもり

の増加が社会問題化した。

　SNS（ソーシャルネットワーキングサ

ービス）の運用が始まったのも、この時

代の特徴だ。ネットを介して共通の趣味

趣向を持つ人々の間でコミュニティが形

成され、独自のカルチャーが生まれたの

である。

　ファッションでは、2004年に公開さ

れた映画『下妻物語』のヒットをきっか

けに、主人公が着ていたロマンティック

で少女的なスタイルである「ロリータフ

ァッション」が流行。また、ビジュアル

系ロックバンドのトレードマークだった、

黒を基調とする「ゴシックファッショ

ン」と融合した「ゴスロリ（ゴシック・

アンド・ロリータ）ファッション」を扱

うショップが集積する東京・原宿は、ゴ

スロリ少女たちの“聖地”となった。

　一方、1998年頃から、ピンクなど派

手な色使いの服や奇抜なアクセサリーを

身につけた「デコラちゃん」と呼ばれる

少女たちも原宿に現れた。これら原宿発

の個性的で非日常なファッションが、海

外でも「Kawaii（カワイイ）」と呼ばれ、

話題を呼んだ。

　他人にどう思われようと自分が着たい

ものを着て、思い思いにファッションを

楽しむ。そんな自由で自立したスタイル

がSNSを通して海外にも飛び火した。

それが「キュートでクール」だと認識さ

れ、国境を超えて若者たちの心を掴んだ

のである。

協力：国立新美術館／青幻舎

「ロリータファッション」にゴシック要素を加味した「ゴスロ
リ」のほか、甘めテイストの「甘ロリ」や「姫ロリ」、「ゴ
スロリ」の白バージョンである「白ゴス」などが派生した。展
覧会図録『ファッション イン ジャパン1945─2020 流行
と社会』（青幻舎）より。

ファッション イン ジャパン1945-2020 ─ 流行と社会⑨ 2000年代  Part1

世界に広がる「Kawaii」ファッション
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　2017年の都市公園法改正で、公園の

整 備・ 改 修 に 民 間 企 業 の 参 入 を 促 す

「Park-PFI（公募設置管理制度）」が制

定されたことなどが追い風となり、近年、

都市公園を活用した官民連携事業の事例

が急増している。2020年にオープンし

た「MIYASHITA PARK（ミヤシタパーク）」

は、三井不動産株式会社が渋谷区との

官民連携事業として渋谷区立宮下公園

の再整備を進めたプロジェクトだ。同

社商業施設本部の金澤佑香氏は、多様な

用途を持つ公共空間である公園に民間事

業者として関わるスタンスについて、「公

共性と事業性の両輪を回していける公園

の在り方について、自治体や地域の方々

とやり取りを重ねた。開放的な憩いの場

として地域に愛される公園であると同時

に、従来の公園にはなかった刺激や賑わ

いが感じられる場所にもしていきたい」

と語る。「MIYASHITA PARK」では、公

園が持つ媒体価値を生かした広告事業の

収益を芝生の維持管理に充てるなど、公

共性と事業性を両立させる運営の在り方

を模索している。

　飲食事業を軸に業績を伸ばしてきた株

式会社ゼットンは、2019年に都立葛西

臨海公園のプロデュースを手がけたこと

を機に、公園再生プロジェクトを推進し

ている。「単に公園という場所に出店す

公園をハブに豊かな暮らしと新たなビジネス創出へ
るのではなく、多くの人たちで賑わう公

園そのものをつくることを目指している。

これまでの事業で得たノウハウを生かし、

公園というパブリックスペースでマネタ

イズする手法やビジネスモデルを確立し

ていきたい」と語る同社代表取締役社長

の鈴木伸典氏は、公園を軸にした新しい

企業経営の在り方を追求していく構えだ。

公園という自然資源を最大限に生かしな

がら、経済、環境、地域の好循環を生み

出す事業づくりに取り組んでいる同社は、

公園活用におけるビジネスモデルを、大

学をはじめとする全国各地のオープンス

ペースに展開していく構想も温めている。

　　　

　オフィスビルの一部を公園として街に開

くアプローチで注目されているのは、コク

ヨ株式会社が2021年にリニューアルし

た施設「THE CAMPUS（ザ・キャンパス）」

だ。同社経営企画本部 クリエイティブ

室の安永哲郎氏は、「自社の資産を街や

社会との関係を深めるために活用すると

いう考え方が前提にあったからこそ、こ

のような施設をつくることができた」と

振り返る。同施設には、オフィス機能に

加えて、公園やショップ、コーヒースタ

ンドなどのパブリックスペースが設置され

ている。同じく施設づくりに携わった働

き方改革タスクフォースの江崎 舞氏が、

「つながりを持つことが難しくなったコ

ロナ禍に、安全に集まることができる屋

外空間をつくれたことは大きかった」と

話すように、社内外問わずコロナ禍でも

人々が集える貴重な空間として機能し、

さらに夜間の安全性向上など地域にさま

ざまな恩恵をもたらしている。

 「THE CAMPUS」が、コクヨの新しい企

業理念を体現する場にもなっているよう

に、公園は企業の姿勢を社会に向けて発

信する場にもなり得る。企業によるイベ

ント開催の引き合いが増えているという

「MIYASHITA PARK」を管理・運営する

三井不動産の金澤氏は、「単なる商品のPR

などではなく、ブランディングなどにつな

がるイベントを行う企業が増えている。イ

ベントを通じて、地域の人たちとさまざま

な社会課題について共に考える機会づく

りに努めている企業も多く、当社として

もそのような取り組みを支援していきた

い」と語る。さまざまな人々が利用する屋

外空間としての公園に、消費者とのエン

ゲージメントを強める媒体としての価値

を見出している企業も少なくないようだ。

　地域に開かれた公園の整備・運営にお

いては、継続的な利用を促すためのデザ

インも重要だ。日替わりでキッチンカー

を入れ、来場者とのコミュニケーションを

図る「コミュニケーター」を常駐させるな

どの工夫を行っている「THE CAMPUS」。

運営するコクヨの安永氏が、「自社ビルは

自分たちの都合で用途を変えられるが、

仮に利益にならないからといってすぐに

閉めてしまえば社会性を失う。当社が日

頃から大切にしている『社会との約束』と

いう観点を忘れず、腰を据えて運営して

いきたい」と語るように、自社の利益を

追求するだけではなく、地域に対して継

続的な価値を提供していく姿勢は、公共

空間である公園に携わる民間事業者にと

って忘れてはならないものだろう。

　現在も「Park-PFI」を活用した公園

再生プロジェクトを複数進行しているゼ

ットンの鈴木氏は、「これまで自治体に

よって管理されてきた公園は、いわば無

色透明の存在で、どのように使ってもら

いたいのかという意思が見えにくかった。

しかし、地域で暮らし、働く人たちにい

かに寄り添っていくのかを考え、公園に

意思を持たせることは非常に大切で、そ

こに民間事業者の役割がある」と語る。

本号で取材した各社が自社の経営資源や

ノウハウを活用し公園に特色を持たせて

いるように、さまざまな業種・業態の企

業が公園に関わることで、地域や人々の

暮らしに多様な価値をもたらし、それが

新たなビジネス創出につながるはずだ。

官民連携で進める
公園整備　

近年、公園に隣接した飲食店、商業施設、宿泊施設が続々とオープンするなど、都市における屋外公共空間としての公園が注目されている。屋内施設で集う
ことが難しくなったコロナ禍において、公園を舞台にさまざまなイベントなどが行われる機会が増え、地域コミュニティのハブとしての役割を果たすとともに、街に
人を呼び込む賑わい創出の場としても機能している。本号では、地域との接点づくりや新しいサービス提供につながる可能性を秘めた公園の、利活用に取り
組んでいる企業関係者や有識者への取材を通じて、ウィズコロナ時代の新たな場づくりのヒントを探る。

パークイノベーション〜公園が変える地域・暮らし・ビジネス〜

3.2.1.

1. コクヨの自社ビルを利用した「THE CAMPUS」は、地域住民や近隣のワーカーが訪れる。2.ゼットンが運営に関わっている葛西臨海公園。カフェやバーベキュー広場は親子連れで賑わう。3. 公園・商業施設・ホテルによる複合施設「MIYASHITA PARK」。

企業の姿勢を
発信する場にも　

民間企業だからこそ
できること

▶特集記事はWEBからも
お読みいただけます

COLUMN

取材先（社名50音順）

株式会社日本総合研究所　リサーチ・コンサルティング部門 シニアマネジャー

コクヨ株式会社　経営企画本部 クリエイティブ室

株式会社ゼットン　代表取締役社長

三井不動産株式会社　商業施設本部 アーバン事業部　

　　　　　　　　 働き方改革タスクフォース

板垣 晋氏

安永哲郎氏

鈴木伸典氏

金澤佑香氏

江崎 舞氏

株式会社ボーネルンド　遊環境事業部 部長 美和竜秀氏INTERVIEW
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CASE 1

CASE 2

 「THE CAMPUS」は、築約40年となる

自社ビルをリノベーションした施設です。

私たちがオフィスを構える品川はオフィ

スビルが立ち並び、ワーカーが働くため

だけに通う街になっている側面があり、

周囲に緑も少なく、季節の移ろいを感じ

ることも難しいのが現状でした。オフィ

スとしてのセキュリティの問題もあり、

ここで働いていた私たち自身も、これま

では地域との接点がほとんどありません

でした。

　働き方の提案も事業領域としている当

社は、こうした状況を課題の一つと感じ

ていたことから、オフィスに足を運ぶ理

由を考えた末に生まれたのが、「みんな

のワーク＆ライフ開放区」というコンセ

プトです。そこには、この街で暮らす人

たちと働く人たちが交わることができる

接点をつくり、さまざまな実験・実践を

していく場にしていきたいという思いが

ありました。

　

 「THE CAMPUS」は、会議や専門業務、

集中作業など働き方に応じてフロア分け

がされたワークスペースと、屋外空間や

ショップ、コーヒースタンドなど、どな

たでもご利用いただける「パブリックエ

リア」で構成されています。「パブリッ

クエリア」では、企業と地域をつなぐ「余

白」をつくることを意識しました。受付

など会社の機能は2階に設けるとともに、

四季の変化を楽しめ

る約230種類の植栽

を選定した屋外空間

「PARK（パーク）」には、

ウッドデッキ、家具、

卓球台などを配置。

街の人たちが自分の

居場所として自由に

過ごしていただくための設計にこだわ

りました。また、地域の方とのコミュ

ニケーションやお子様向けワークショ

ップの企画などを担う「コミュニケータ

ー」を常駐させ、近隣のワーカーも利

用できる日替わりのキッチンカーを誘

致するなど、地域とつながるさまざま

な工夫を行っています。

　　

 「THE CAMPUS」のオープン以降、社

員の働き方やマインドは非常に柔軟にな

りました。社内イベントを行う機会も増

え、産休・育休中などでもフラッと足を

運べる場所ができたことで、コロナ禍で

断絶しかけていた社内のつながりを取り

戻すこともできました。地域との接点と

いうところでも、お子様が遊んでいる姿

を見て幸せを感じるという社員の声など

も多く、地域の方たちからも施設に対し

て良いフィードバックをいただけていま

す。今後も長期的な視野を持ち、オフィ

スとしての機能と地域に開かれた空間と

しての公共性を両立させるという難しい

テーマに向き合っていきたいと思います。

　当社では、「THE CAMPUS」のオープ

ンと同じタイミングで企業理念を「be 

Unique.」に変更しました。ものづくり

を通じて社会に貢献するだけではなく、

世の中にいる一人ひとりの個性を輝かせ、

在りたい社会を共につくっていくという

メッセージを打ち出すためです。社会と

密接につながる「THE CAMPUS」とい

う場を有効に活用しながら、メッセージ

を社内外にしっかりと発信していきたい

ですね。

街に開かれた
新しい形の企業オフィス

2021年、コクヨ株式会社が東京・品川にある自社ビルを改築してオープンさせた「THE CAMPUS（ザ・キャンパス）」は、誰もが利用
できる公園やショップ、コーヒースタンドなどのパブリックスペースを併設したオフィスだ。「みんなのワーク＆ライフ開放区」をコンセプトに
自社の一部を街に開くことで、地域との接点をつくり出している。本プロジェクトの担当者に、舞台裏について聞いた。

オフィスビルを街に開き
企業と地域をつなぐ「余白」をつくる

企業と地域をつなぐ
多彩な工夫

　当社は1995年の創業以来、「店づくりは、

人づくり　店づくりは、街づくり」を経営

理念に掲げてきましたが、近年取り組ん

でいる公園再生プロジェクトにおいても、

この理念が深く関わっています。これま

での事業を通じて、当社は、一つの飲食

店が人の流れを生み、街を変えていくエ

ネルギーになることを実感してきました。

　リーマンショックや東日本大震災を経

て、2000年代から続いた外食産業の勢

いが失われた後、改めてこの企業理念に

立ち返り、飲食店づくりを通じて培って

きたデザイン、オペレーション、プロデ

ュースの力を駆使し、街をつくることが

当社の使命だと考えるようになりました。

そして、低炭素・脱炭素社会の実現、

効率的な資源の再利用などサステナビ

リティ戦略を掲げてきた当社にとって、

街づくりにおける最適なフィールドが

公園でした。

　　

　公園の再生プロジェクトとして最初に

手掛けたのが、2019年の葛西臨海公園の

プロジェクトです。海に隣接した立地、

素晴らしい太陽の光、美しい芝生という

資源をもとに公園の魅力を最大限生かす

ために、カフェやレストランをリニュー

アルするとともに、バーベキュー会場を

新設し、機材のレンタルなども行うよう

になりました。さらに、パークウェディ

ング事業をスタートし、ヨガやランニン

グイベントなども開催。これらのコンテ

ンツによって公園のイメージは大きく変

わり、その結果、葛西という街のイメー

ジも向上し、地域に活気をもたらすこと

ができました。

　2022年からは隣接する葛西海浜公園で、

環境保全を意識したバーベキュー場の管

理・運営を行っています。今後は、干潟

の保護・再生を目的につくられた東西2

つの渚があるこの公園で、研究機関など

と連携した環境保全やお子様向け体験学

習などにも取り組みを広げていきたいと

考えています。

　　

　葛西臨海公園での取り組みが示すよう

に、街づくりにおいて新しい建物や施設

をつくることは必須ではありません。当然、

新しい建物をつくればCO₂排出量は増え

てしまうので、すでにある建物や資源を

活用したビジネスモデルを考えるという

ことを強く意識しています。そうしたビ

ジネスモデルを確立し、当社のような企

業が成長すればするほどCO₂排出量が少

なくなっていくということを立証していき

たいと考えています。そうした観点からも

この公園再生プロジェクトは、今後の企

業経営における重要な柱となるのです。

　現在も横浜・山下公園や名古屋・徳川園

などのプロジェクトが進行中ですが、いず

れは当社自身で公園をつくりたいという思

いもあります。現在、本社の屋上にバーベ

キュー場がありますが、ここに農園をつく

って公園化する構想があり、こうした取り

組みを通じて得たノウハウを街づくりにも

広げていきたいと思います。

地域に活気をもたらした
公園再生プロジェクト　

1. 2.

オフィス機能と
公共性の両立

飲食店を中心に幅広く事業を展開している株式会社ゼットンは、2000年代以降、名古屋・徳川園や大阪・中之島公園などの都市公園に出
店し、地域の賑わいづくりに貢献してきた。2019年に東京・葛西臨海公園のプロデュースを手掛けたことを機に、飲食店事業で培ってきたノ
ウハウを生かした公園運営による街づくり、持続可能な事業モデルづくりを推進している同社の代表に取材した。

公園再生プロジェクトのビジネスモデルを確立し
サステナブルな企業の成長を実現する

代表取締役社長　鈴木伸典氏

株式会社ゼットン

1.「⽇本さばけるプロジェクト」とのコラボによる「ASC認証⿂を捌いて海の資源について学ぶ"親子で知る！つくる！⾷べる！"体験」。2. 「SORAMIDO BBQ（ソラミド バーベキュー）」では、冬もアウト
ドア体験が楽しめる「WINTER BBQ（ウィンター バーベキュー）」を実施。3.公園の自然の中で過ごすアウトドアウエディングを提案している。

1.

経営企画本部 クリエイティブ室　安永哲郎氏

コクヨ株式会社

働き方改革タスクフォース　江崎 舞氏

1.ビルの谷間に広がる「パブリックエリア」は、夕方になるとライトアップが楽しめる。2.併設されているショップは、思い思いに仕事をしたり、くつろいだりで
きる。3. 「⽇本の倉庫を空っぽにしよう」をテーマに株式会社スマイルズと共催する「PASS THE BATON MARKET」は人気のイベント。

3.

街づくりの
フィールドとしての公園

新たに施設をつくらず
既存資源を活用する

2. 3.
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COLUMN

CASE 3

　都市公園は、地域の防災拠点、都市部

におけるオープンスペース、住民の健康

増進や憩いの場などさまざまな機能を持

ち、誰にでも開かれた公共性が高い屋外

空間です。他の公共施設に比べて利害関

係者が圧倒的に多い都市公園は、定めら

れた法律を遵守する形で厳格に管理・運

営されてきた歴史があり、それ故に利活

用が進みにくい状況が長らく続いていま

した。

　しかし、近年は政府の方針のもと、行

政側の運営コスト削減、住民へのサービ

ス向上、民間事業者のビジネス機会創出

などを目的にした公共施設運営における

官民連携が推進されています。2017年

には都市公園法改正によって公募設置管

理制度「Park-PFI」が新設され、都市

公園においても規制緩和が行われたこと

で、多様な事業者が公園の整備・運営に

参画するようになりました。

　これまでも指定管理者制度などを活用

した民間企業による公園運営の事例はあ

りましたが、これらを担うのはゼネコン

や造園事業者などが中心でした。しかし、

「Park-PFI」導入以降は、大手ディベロッ

パーや商業施設事業者が参画し、不動産

価値が高い都市部や観光地の公園に商業

施設や宿泊施設が設置される事例が増え

ています。一方、地方部においては一定

の面積や自然環境を有する公園をアウト

ドアが体験できるテーマパークなどに活

用していく動きが加速しています。

　さまざまな立場の人たちが集う都市公

園は、しっかりした管理・運営ができれ

ば企業イメージの向上につながります

し、情報発信やマーケティングの場とし

ても活用可能です。しかし、公園には都

市基盤施設としての役割があることを忘

れてはなりません。行政とも連携しなが

ら地域との対話を通じて多様なニーズを

把握し、利用者との合意形成を図ってい

くことは不可欠で、地域との関わりを大

切にしながら自社のブランディングやビ

ジネス創出につなげていく姿勢が企業側

には求められるのではないでしょうか。

　　

　コロナ禍を経験したことで、私たちの

ライフスタイルや価値観は大きく変わ

り、自然を身近に感じられる屋外空間で

のアクティビティが再評価されるように

なりました。社会生活を営む人間にとっ

て普遍的ともいえるこれらのニーズを満

たす場として、都市公園はうってつけの

フィールドです。また、地方部の公園に

は地域に新しい雇用を生んだり、地域全

体の評価を高める役割が期待でき、地域

創生の拠点にもなり得るものです。

　こうしたポテンシャルを最大限に生か

すためには、公園における社会性と経済

性を両立させる民間事業者のアイデアや

ノウハウが不可欠です。当研究所として

もこれまで公園と接点がなかった企業の

発掘などに力を入れながら、アパレル企

業をはじめ、より多様な事業者を巻き込

んでいけたらと考えています。

公共施設である都市公園の管理・運営や新規ビジネスを行う上で、地方自治体など行政との連携は不可欠だ。2017年の都市公園法
改正によってより多様な事業者に公園事業への門戸が開かれる中、都市公園をはじめ、集客性が高い公共施設における官民連携事
業の行政支援を行ってきた株式会社日本総合研究所の板垣 晋氏に、近年の公園利活用の潮流や今後の可能性、課題などを聞いた。

規制緩和で高まる
企業の関心 

 「MIYASHITA PARK」は、2014年に実

施された渋谷区の公募型プロポーザルに

採択された当社が、官民連携事業として

宮下公園を再整備した施設です。公園の

所有者は渋谷区ですが、指定管理者制度

によって当社と西武造園株式会社による

宮下公園パートナーズが管理・運営して

います。

　渋谷区からは公募時より、バリアフリ

ー動線や耐震性の確保に加え、防災意識

の高まり、来街者の増加といった社会変

化に対応できる公園にすることが求めら

れていました。また、公園を他の施設と

一体的に整備する「立体都市公園制度」

を活用した渋谷区初のプロジェクトだっ

たことから、公園という開放的な空間を

他の要素と組み合わせることで新しい来

園者やコミュニケーションを創出するこ

とを目的に、1階～ 3階に商業施設、屋

上に公園、施設の最北端にホテルを併設

した複合施設を提案しました。

　もともと宮下公園にはボルダリングウ

ォールやスケートボード場があり、渋谷

のストリート文化を体現する場所でした。

再整備にあたってもこれらの施設は残し、

さらに多目的運動施設（サンドコート）を

設置することで、より幅広い層がアーバ

ンスポーツを親しめる場にしました。商

業施設「RAYARD（レイヤード） MIYASHITA 

PARK」は、日本初上陸となる店舗や、

アウトドアやスポーツブランドのショッ

プなど、渋谷らしい文化を発信する多様

なテナントで構成され、併設するホテル

「sequence（シークエンス） MIYASHITA 

PARK」とともに、感度が高い若者やミ

レニアル世代、訪日外国人などを中心に

幅広い層に訴求する施設となっています。

　屋上の宮下公園には円弧上のキャノピ

ーを設置することで緑のアーチをつくり、

さらに外からでも施設内の様子がわかる

ような開かれた施設づくりを心がけたこ

とによって、鬱蒼としてやや近寄りがた

い印象があった従来の宮下公園に比べて

明るくなったという声もいただいており、

地域の安全性向上という観点からも評価

されています。

　

　公園は都市部における数少ない「余白」

や「ゆとり」の空間であり、老若男女が

思い思いの時間を過ごせる「憩いの場」

と、多くの人とコミュニケーションがで

きる「賑わいの場」という2つの側面を

併せ持つ場所です。こうした公園の価値

を最大限生かしていくために、当社では

「MIYASHITA PARK」のオープンを機に、

公 園 一 体 型 の 新 商 業 施 設 ブ ラ ンド

「RAYARD」の展開を始めました。

　おかげさまで「MIYASHITA PARK」は、

渋谷の新しいカルチャースポットとして

認知されつつあり、企業によるイベント

などの引き合いも増えています。当社と

しても、今後は宮下公園のアイデンティ

ティであるスポーツや、渋谷の街とも親

和性が高い音楽関連のイベントなどを通

じて地域の文化を発信しながら、20年、

30年先まで愛され続ける施設にしていき

たいと考えています。

1966年に東京初の屋上公園として整備され、長らく渋谷のカルチャーを象徴する存在だった渋谷区立宮下公園が2020年7月、公園・商業施
設・ホテルから成る全長約330mの複合施設「MIYASHITA PARK（ミヤシタパーク）」に生まれ変わった。一つの施設に複数の用途を持た
せる「ミクストユース型」開発のノウハウを生かし、渋谷区との官民連携プロジェクトをリードした三井不動産株式会社の担当者に話を聞いた。

公園に複数の要素を掛け合わせ
新たなコミュニケーションが生まれる場に

商業施設本部 アーバン事業部 運営企画グループ　金澤佑香氏 

三井不動産株式会社　

公園・商業施設・ホテルによる
複合施設

公共性と経済性を両立させる事業者が
都市公園の価値を高める

3.1.

公園活用における
近年の潮流 

多様な事業者の
参入を促す 

公園は、都市部
だけでなく地方部
においても多彩な
機能が期待され、
今まさにパークイ
ノベーションが注
目されている。

リサーチ・コンサルティング部門 シニアマネジャー　板垣 晋氏 

株式会社日本総合研究所　

1. 2. 1.大胆にデザインされ
たキャノピーは巨大な
緑のアーチを形成。
2. 施設内の柱型デジ
タルサイネージなどに
は広告の出稿が可能。
3.さまざまな世代がア
ーバンスポーツを楽し
める多目的運動施設
も設置されている。

より幅広い層に
開かれた場所にしたい

渋谷ならではの
カルチャーを発信
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「ITOCHU SDGs STUDIO KIDS PARK」
「遊び」を通してSDGsを学び、体験できる

◦子どもたちに夢中のきっかけを
  「わたしが夢中のSDGs、はじまる。」を

コンセプトに、SDGsに関するさまざまな

情報発信を行うとともに、体験の場をつ

くるカルチャープラットフォームとして、

2021年4月に開設したのが、伊藤忠商事

が運営する「ITOCHU SDGs STUDIO」だ。

　このスタジオ内に、今年7月、子ども

たちが「遊び」を通して、SDGsの考え方

を体験できる「ITOCHU SDGs STUDIO 

KIDS PARK」がオープン。子どもの視点

から、「遊び・PLAY」の中にSDGsに通じ

る学びや体験ができるように企画・設計

されている。

 「ITOCHU SDGs STUDIO」は、伊藤忠

商事だけではなく、外部の団体・個人の

取り組みにも幅広くスポットを当て、さ

まざまな企画を展開。生活者が「自分に

合ったSDGsに出会うきっかけ」を提供

する場としても機能しており、企画展へ

は幅広い年齢層が来場。来場者は延べ2

万人を超え、紹介した取り組みも40以

上にのぼる。開設から1年を迎えた今年、

「未来をつくっていく“子ども”たちにも

夢中のきっかけを提供したい」という思

いから、「ITOCHU SDGs STUDIO KIDS 

PARK」を新設するに至ったという。

◦遊んで、触れて、感じてもらうSDGs
 「ITOCHU SDGs STUDIO KIDS PARK」

では、「自然にやってみたくなる“遊び・

PLAY”があり、その中にSDGsに通じる

学びや体験がある」場を提供するため、

SDGsをテーマにした4つのオリジナル

エリアを展開。“ヒラメキ”で海のゴミを

新しい命に変える「ヒラメキオーシャン」、

動物たちの声が“キコエル”自然豊かな森

「キコエルフォレスト」、廃材を“ステナイ”

でアートに変える工房「ステナイアトリ

エ」、“ナナイロ”のボールを分別して虹

をかけられる空「ナナイロスカイ」で、

子どもたちは自由に遊ぶことができる。

また、子どもたちが「社会」とつながり、

共創するSDGsをテーマにしたワークシ

ョップも開催する。

　開設にあたっては、子どもたちに質の

高い遊びと学び、安心安全な施設を提供

するためのパートナーとして、株式会社

ボーネルンドが協力し、施設の企画・運

営設計をサポート。毎月15日に翌月分

の予約を開始しているが、1日300名の

予約枠はすぐ満席になるほど盛況で、毎

月1万人の親子が訪れている。

海の生き物の豊かさや海をキレイにするアクションを促す
「ヒラメキオーシャン」。

　当社は1981年に、日本でも子どもの成

長のために考えられた優れた遊具が必要

であると考え、ヨーロッパの玩具を輸入

販売することからスタートし、以来、「あ

そび」は子どもの健やかな成長に欠かせ

ないと考えて事業を展開してきました。

本来「あそび」とは、子ども自身の好奇心

から自発的に始めるリアルな体験であり、

想像力や創造性、気づきや理解、コミュ

ニケーション能力などを育むことができ

る行為と考えています。

　その考え方のもと、現在では「あそび」

を核に3つの事業体制で取り組んでいま

す。「あそび環境づくり」では、保育園か

ら医療施設まで約3万5,000件以上の施

設に「あそび」ができる環境を提供。ま

た、百貨店など全国に64店舗で世界15

カ国から厳選した約100社の「あそび道

具を販売」し、さらに有料の「あそび場

の運営」も始めました。

　中でも昨今は、「あそび場の運営」に注

力しており、3つの業態で全国25カ所に

展開しています。2004年に運営を開始し

た「キドキド（KID-O-KID）」は室内型の

あそび場です。2015年には、「キドキド」

に屋外遊び場を組み合わせた公園スタイ

ルの「プレイヴィル（Playville）」と、6

カ月～ 6歳の子どもが安全に遊べる屋内

施設「トット・ガーデン（tot Garden）」の

提供を開始しました。

　こうした取り組みの背景には、1990年

代後半から起こり始めた子どもの遊び場

の減少や遊具の安全性への懸念、子ども

の体力やコミュニケーション能力の低下

などが問題視されるようになったことが

挙げられます。特にここ10年は「時間・

空間・仲間」という3つの「間」が失われ

つつあるといわれ、これらの課題を「あ

そび」を通じて解決し、子どもや親に貢

献したいと考えたのが始まりです。

　　

　当社の活動においては、子どもの行動、

運動能力、発達段階、事故事例の分析な

どを行い、子どもの「あそび」の可能性と

安全性を最大限に追求しています。その

中で、“あそびのプロ”である「プレイリー

ダー」が「あそび」の幅を広げ、親子をサ

ポートしているのも当社の特徴の一つで

す。「プレイリーダー」は遊ぶ力を引き出

したり、子ども同士や親子をつないだり、

大きなケガに至らないよう未然に危険を回

避したり、親子で安心して遊んでいただけ

るようお手伝いします。当社では自らこの

「プレイリーダー」を育成しており、現在

200人を超える人材を送り出しています。

　当社の活動を通して、子どもにとって

の「あそびの価値」についてご理解いただ

けるようになり、特に昨今では行政側に

も、禁止事項が必要のない遊び場
※

をつく

ろうと共に取り組んでいただけるように

なりました。運動公園は、スポーツを楽

しみ体力向上を目的にしており、当社も

「あそび」と「スポーツ」を掛け合わせ、

楽しく体を動かす機会を提供したいと、

スポーツ団体との協業も進めているとこ

ろです。公園を核とした地域的な取り組

みは、シニア世代や子育てが終わった世

代など多彩な人材を活用できるうえ世代

間交流も育み、大人も共に健康になる可

能性を秘めています。そんなオールエイ

ジで「あそび」を生活の一部にできる公園

や場づくり、コンテンツづくりを考えて

いきたいと思っています。

「あそびから未来をかえる」というスローガンのもと、世界の「あそび道具」の提供から「あそび環境」の創造、メンテナンスまで、子ど
もの健やかな成長に寄与することを目指し、長年「あそび」を核とした事業活動に総合的に取り組んできた株式会社ボーネルンド。こ
こでは「あそび」の考え方や「あそび場の運営」などについて同社の取り組みや今後の展望などを取材した。

「あそび」は
子どもの成長を促す　

オールエイジで「あそび」が
生活の一部になる公園や場づくりを

1. 親子で心・頭・体の全部
を使って思いきり遊べる室
内型の「キドキド」。2.「キド
キド」に屋外遊び場を組み
合わせた「プレイヴィル」
は、自然とも触れ合うこと
ができ、子どもたちにも大
人気。3.「トット・ガーデン」
では、お母さんとのワーク
ショップも開催。

遊環境事業部 部長　美和竜秀氏 

株式会社ボーネルンド　

「キコエルフォレスト」では、動物の声を聞くことで森の豊
かさや楽しさを体験。

開館時間：
入  場  料：
休  館  ⽇：
企　　画：
協　　力：
会　　場：

3つの業態で
「あそび場」を運営 

公園を核に
オールエイジで 

あそび
プレイ
⽇常的
能動的
蓄積
継続

全生活

娯楽
エンタテイメント

非⽇常的
受動的

消費・消耗
一過性

余暇・暇つぶし

▪あそびと娯楽の比較 3.1. 2.

I N T E R V I E W

自由なアイデアで、廃材にも無限の可能性があることを
学ぶ「ステナイアトリエ」。

9:30～17:30（最終入場17:00）
無料（事前予約必須）
毎週月曜⽇（月曜⽇が祝⽇の場合、翌営業⽇が休館）
伊藤忠商事株式会社 Corporate Brand Initiative
株式会社ボーネルンド
東京都港区北青山2-3-1 Itochu Garden 2階

「ITOCHU SDGs STUDIO KIDS PARK」

▼公式サイト

※昨今の公園は「ボール遊び禁止」「大声は出さない」など、禁止事項が増え自由に遊ぶことができなくなっている。
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「食」を通じた「風景」をつくりたい
「日本の『食』を未来へのソリューションとして発信」

─── リレー形式で展開しているこの企

画ですが、今回はロート製薬株式会社の

代表取締役会長 山田邦雄氏からバトンが

渡されました。

　山田さんとのご縁は、東日本大震災が

一つのきっかけでした。「食から日本復

興を目指そう！」と仲間と立ち上げた一

般社団法人「東の食の会」や、「東京から、

ラブレターを。」を合言葉に全国の生産

者に感謝と尊敬の気持ちを伝える収穫祭

「TOKYO HARVEST（東京ハーヴェスト）」

などにも大変共感をいただき、サポート

していただいています。また、ロート製

薬は「食」事業にも挑戦されていますが、

昨年8月にはお互いの強みを生かして

「食」を通じた健康的な生活に貢献しよ

うと、資本業務提携しました。

───社名となっている「カフェ」は、「CAFE 

= Community Access For Everyone」に

由来しているそうですね。どんな思いで

起業されたのでしょう。

　2001年の創業以来、「CAFE」、つま

り「食を通じたコミュニティの創造」を

企業理念として、「WIRED CAFE（ワイ

アード・カフェ）」をはじめとする路面

や商業施設内の飲食店、サービスエリア、

ホテルなど、日本国内外に100店舗以

上を企画・運営してきました。

　そもそも、僕は「風景」をつくりたかっ

たんです。学生時代を振り返ると、たむ

ろしていた喫茶店でそこに集う人やそこ

で触れた音楽などが記憶の中に風景とし

て存在していることに気づきます。人は、

そんなさまざまな風景をシェアしなが

ら、人生を紡いでいるともいえます。ま

た、カフェというリアルな場にはコミュ

ニケーションや情報伝達などのメディア

機能も期待できる。そこに魅力を感じた

ことが起業の理由です。

─── 社員とはどんなコミュニケーショ

ンをとっているのでしょうか。

　カフェは、すごくマルチな場所。「縁側」

であり、リビングであり、ダイニングや

キッチンであり、ワーキングスペースで

あっていい。それはある意味、街の「余

白」でもありますよね。だからこそ、当

社にはマニュアルがありません。その街

の「余白」をどう生かすのか、社員一人

ひとりが自ら考え、企画・運営をするコ

ミュニティプロデューサーを目指して欲

しいと、日々、会話をしています。現在、

約50ブランド・80店舗ほどを展開して

いますが、僕の中ではマルチブランド戦

略の発想ではなく、それぞれの地域に

合ったカフェを創ることで、コミュニ

ティが醸成され、それを基点にソーシャ

ルインパクトを生み出していきたいとい

うミッションドリブンで創っているんで

す。時代が変わると求められるコミュニ

ティの在り方が変わるように、風景をつ

くる僕ら自身も変わらなければならな

い。どう変わっていくべきなのか、僕自

身も常に問い続けています。

─── 今後、日本の「食」はどのように

変化していくのでしょうか。

　人口減少社会である日本は、世界に対

してどのようにイニシアチブを取り、社

会課題解決に対してどう貢献できるの

か。コロナ禍が収束した後に行きたい国

ランキングでも日本はトップクラスで、

その目的の多くが「食」にあります。また、

日本の食産業全体の市場規模も117兆円

を誇るのです。産業全体がワンチームに

なり、ファッションやエンターテインメ

ントなど他産業とも連携を図ることで、

日本の強みである「おいしい」を生かして

未来を創っていきたいと考えています。

　現在は、日本の「食」の中でも「発酵」

と「鮮度」に注目して新たな事業も推進し
記事はこちらから▶

M A N A G E M E N T
E Y E

楠本修二郎氏

カフェ・カンパニー株式会社
代表取締役

ています。今年7月に発酵フーズという

会社を立ち上げ、「発酵」をテーマにした

新ブランドの店舗のオープンを予定して

います。また、「鮮度」についても、近々、

日本の「おいしい」を最大限に生かして世

界にも発信できるような革新的な技術の

発表を予定しています。日本の「食」の素

晴らしさが資産になるよう、僕もしっか

り貢献していきたいと思います。

「つながり」をテーマに、ヒト・モノ・コトが出会う場所「WIRED 
CAFE」。カフェを通じて多様なライフスタイルコンテンツを発
信している。

ウォルト・ディズニー・ジャパン株式会社とのライセンス契
約に基づき運営する、カフェとギフトショップを併設した

「Disney HARVEST MARKET By CAFE COMPANY」。
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雇用・教育・健康をテーマにアフリカ支援

アパレルブランド「CLOUDY」株式会社 DOYA

▼

をDooooooooの活動に充てることで、

営利と非営利の法人が循環するビジネ

スモデルを生み出し、雇用・教育・健

康をテーマに支援活動を続けている。

◦愛されるブランドを目指して
　現在、ガーナを中心に、現地の素材

やデザインを取り入れて縫い上げる縫

製工場やバスケット工場を設立。6つ

の工場で約620名が働いている。ほと

んどが出稼ぎのため、工場にはドミト

リーを 併 設。「1年 に1回 し か 帰 れ な

かったが、今は毎月帰って子どもに会

えるといった声を聞くと、一人ひとり

の人生が良い方向へ変化していること

を実感できます」と銅冶氏。

 「色や柄がかわいい、着てみたいと思わ

せるブランドであることを目指し、店舗

ではあえてアフリカ支援を謳ってはい

ません。すでに、オリジナルテキスタイ

ルも多くのストックがあるので、これを

ブランド資産としてライセンスビジネ

スも展開していきたい」と抱負を語る。

◦本質的なアクションの必要性
　クリエイターズスクールも開校予定

だ。「テキスタイルデザイナー、カメラ

マンや映像クリエイターなどの育成支

◦営利法人と非営利法人との循環
　アフリカの民族柄や伝統の織、特

産品などを使用したアフリカンテイス

ト を 取 り 入 れ た ア パ レ ル ブ ラ ン ド

「CLOUDY（クラウディ）」は、2015年に、

株式会社 DOYAの代表取締役社長 銅

冶勇人氏が立ち上げたブランドだ。「大

学の卒業旅行で訪れたアフリカのスラ

ム街での体験が忘れられず、就職して

からも、2010年にNPO法人Doooooooo

（ドゥ）を設立してガーナに学校をつく

る活動に取り組んでいました。しかし

その後、学校を卒業しても女性には仕

事がないという厳しい現実を知り、現

地で仕事を創り出すために着目したの

がアフリカン・ファブリックによるア

パレルブランドでした」と、銅冶氏は振

り返る。

 「CLOUDY」ではさまざまなアイテムを

展開しているが、それらの売上の10％

援をすることで、ガーナから多くの人

材が羽ばたいてほしいと思っていま

す」と銅冶氏。同時に、途上国支援につ

いては苦言も呈する。「表面的で不透明

なアクションがあまりに多いと感じま

す。例えば、回収されてアフリカへ送

られる使用済み衣類には、汚れていた

り、劣化していたり、とても受け取れ

ない衣類が目立つ。現地で何が起こっ

ていて、何が求められているのか、そ

の本質を捉えたアクションこそが最も

重要です」と、支援の在り方を真摯に

見つめ続けている。

1.バッグは人気のアイテム。
「CLOUDY」の商品には、売
上の10%がどんな支援に使わ
れるのかが明記されている。
2.工場では3人1組のチームを
つくり、技術を伝え、助け合いな
がら縫製を行っている。3.ガー
ナの伝統的な手織生地ケンテ
織の縫製工場。雇用創出ととも
に、伝統の継続につなげている。

1. 2. 3.


